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平成１７年３月期  第１四半期財務・業績の概況（連結
平成 1

上場会社名　王子製紙株式会社　　　　　　（コード番号：3861　東　大　
（ＵＲＬ　http://www.ojipaper.co.jp/）
代　 表　 者　代表取締役社長　　　　　　　鈴木正一郎
問合せ責任者　常務執行役員経営管理本部長　篠田　和久 ＴＥＬ：（03）3563－1111  

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：　有

・ 法人税等の処理…法定実効税率をベースとした簡便的な方法によっております。

・ その他影響額が僅少なものにつき、一部簡便的な手続を用いております。

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：　無

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：　無

２．平成 1７年 3月期第１四半期財務・業績の概況（平成 1６年４月 1日～平成１６年６月 3
(1) 経営成績（連結）の進捗状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万

売　上　高 営 業 利 益     経 常 利 益     
四半
純 

　　百万円 　% 百万円　 ％ 百万円   ％
1７年 3月期第 1四半期 291,571 △0.8 19,913 19.2 19,347 32.0 1
1６年 3月期第 1四半期 293,823 － 16,704 － 14,658 －

(参考) 1６年 3月期 1,180,436 73,851 67,789 3

１株当たり四半期

（当期）純利益

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり四半期
（当期）純利益

　　円　銭 　　　円　銭

1７年 3月期第 1四半期 12.06 －

1６年 3月期第 1四半期 － －

(参考) 1６年 3月期 29.90 －

（注）　1. 売上高、営業利益、経常利益におけるパーセント表示は、対前年第 1四半期増減率
す。

　2. 売上高、営業利益、経常利益以外の項目につきましては、前年第 3四半期より開示
め、前年第１四半期実績及び対前年第１四半期増減率は記載しておりません。

[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等]
当第１四半期におけるわが国経済は、輸出や設備投資の増加などを受けて生産の増加が見

持ち直しもあり景気は着実に回復を続けています。

紙パルプ業界では、需要は堅調に推移し、出荷高は増加しました。

このような状況の中で、当社グループは、販売面では引き続き価格維持政策に努め、原燃

ったものの、経費節減はもとより、省エネ、省力化などの原価低減諸施策を強力に実施致し

その結果、売上高は 291,571百万円（前年同期比△0.8％）、経常利益は 19,347百万円（前
四半期純利益は 12,494百万円となりました。
当第 1四半期の概況は以下の通りです。
紙パルプ製品事業

一般洋紙では、新聞用紙の販売は概ね堅調に推移しました。印刷用紙は、チラシ、カ

刷向けを中心に販売は堅調に推移し、価格は前年度末の水準で推移しました。

包装用紙については、販売は堅調に推移し、価格復元の浸透を図りました。

衛生用紙については、競争激化や4月から始まった消費税総額表示方式も影響し販売
格は軟化しました。
）
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板紙では、段ボール原紙は、電気器具、飲料向け段ボールの好調を受け販売数量が若干増加し、白板紙

の販売数量はほぼ横這いで推移しました。価格はそれぞれ 2003年秋に復元した価格を維持しました。
紙加工製品事業

段ボールは、飲料向けを中心に販売が増加し、価格修正は徐々に浸透しつつあるも適正な水準には至ら

ず、引き続き復元に努めています。

紙おむつは、大人用を中心に販売数量は増加し、価格はほぼ横這いで推移しました。

(2) 財政状態（連結）の変動状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨）
総　資　産 株 主 資 本     株主資本比率

１株当たり
株 主 資 本     

百万円 百万円 ％       円　銭

1７年 3月期第 1四半期 1,616,702 478,527 29.6 　　 461.84

1６年 3月期第 1四半期 － － － －

(参考) 1６年 3月期 1,606,027 472,397 29.4 　　 455.61
（注）　四半期における財政状態（連結）の変動状況の開示については、前年第 3四半期より開示を行なってい
るため、前年第１四半期は記載しておりません。

3．平成 17年 3月期の連結業績予想（平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日）
　中間期および通期の連結業績予想は、平成 16年 5月 13日に発表したとおりの進捗を予想しており、業績予想
に変更はありません。

（ご参考）平成 16年 5月 13日発表　平成 17年 3月期連結業績予想

予想売上高 予想経常利益 予想当期純利益

百万円 百万円 百万円

中　　間　　期 580,000           36,000           20,000

通　　　　　期 1,200,000           90,000           50,000

上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したも

のであり、実際の業績は今後種々の要因によって予想数値と異なる場合があります。



（1）（要約）連結貸借対照表
(単位：百万円)

当第1四半期 前連結会計年度
(平成16年 6月30日) (平成16年 3月31日)

金額 構成比 金額 構成比

(資産の部) ％ ％

Ⅰ 506,331 31.3 486,262 30.3

現 金 及 び 預 金 26,188 32,918

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 289,670 266,979

た な 卸 資 産 143,105 138,885

そ の 他 47,366 47,479

Ⅱ 1,110,371 68.7 1,119,765 69.7

有 形 固 定 資 産 875,872 54.2 887,726 55.3

無 形 固 定 資 産 11,217 0.7 11,286 0.7

投 資 そ の 他 の 資 産 223,280 13.8 220,751 13.7

1,616,702 100.0 1,606,027 100.0

(負債の部)

Ⅰ 604,945 37.4 604,944 37.7

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 178,245 176,670

短 期 借 入 金 279,232 279,438

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パー 79,000 76,000

そ の 他 68,466 72,835

Ⅱ 527,533 32.6 523,109 32.5

社 債 140,000 140,000

長 期 借 入 金 260,690 258,047

そ の 他 126,842 125,061

1,132,478 70.0 1,128,054 70.2

(少数株主持分)

5,696 0.4 5,576 0.4

(資本の部)

Ⅰ 103,880 6.4 103,880 6.5

Ⅱ 110,170 6.8 110,168 6.9

Ⅲ 243,211 15.0 237,208 14.7

Ⅳ 6,466 0.4 6,466 0.4

Ⅴ 35,594 2.2 34,356 2.1

Ⅵ △8,765 △0.5 △7,753 △0.5

Ⅶ △ 12,030 △0.7 △ 11,929 △0.7

478,527 29.6 472,397 29.4

1,616,702 100.0 1,606,027 100.0

流 動 資 産

固 定 資 産

資 本 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

固 定 負 債

流 動 負 債

資 本 金

科                 目

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 産 合 計

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

自 己 株 式
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 （2）（要約）連結損益計算書
(単位：百万円)

当第1四半期 前連結会計年度
科       目 自平成16年 4月 1日 自平成15年 4月 1日

至平成16年 6月30日 至平成16年 3月31日

金額 百分比 金額 百分比
％ ％

Ⅰ 291,571 100.0 1,180,436 100.0

Ⅱ 216,084 74.1 882,897 74.8

売 上 総 利 益 75,486 25.9 297,539 25.2

Ⅲ 55,573 19.1 223,687 19.0

営 業 利 益 19,913 6.8 73,851 6.2

Ⅳ 2,647 0.9 8,544 0.7

Ⅴ 3,213 1.1 14,606 1.2

経 常 利 益 19,347 6.6 67,789 5.7

Ⅵ 129 0.1 8,311 0.7

Ⅶ 973 0.3 28,673 2.4

税金等調整前四半期(当期)純利益 18,503 6.4 47,427 4.0

5,808 2.0 15,756 1.3

199 0.1 399 0.0

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 12,494 4.3 31,271 2.7

特 別 損 失

法 人 税 等

少 数 株 主 損 益 （ 減 算 )

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

( )

売 上 高

売 上 原 価

( )
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（３）セグメント情報
  １． 事業の種類別セグメント情報

 　当四半期（自平成16年4月1日  至平成16年6月30日） （単位：百万円）

紙パルプ 紙 加 工 木材・緑化 その他の 計 消去又は 連  結

製品事業 製品事業 事  業 事  業 全  社

　売上高及び営業損益

   売      上      高

   (1)外部顧客に対する売上高 174,007 86,380 11,810 19,372 291,571 -  291,571

   (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 12,833 1,213 6,457 26,579 47,085 ( 47,085) -  

      又は振替高

           計 186,840 87,594 18,268 45,952 338,656 ( 47,085) 291,571

   営   業   費   用 172,535 83,951 18,076 44,178 318,743 ( 47,085) 271,657

   営   業   利   益 14,305 3,643 191 1,773 19,913 (    -  ) 19,913

 　前年同四半期（自平成15年4月1日  至平成15年6月30日） （単位：百万円）

紙パルプ 紙 加 工 木材・緑化 その他の 計 消去又は 連  結

製品事業 製品事業 事  業 事  業 全  社

　売上高及び営業損益

   売      上      高

   (1)外部顧客に対する売上高 178,641 82,734 11,167 21,280 293,823 -  293,823

   (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 10,038 2,503 7,705 23,785 44,033 ( 44,033) -  

      又は振替高

           計 188,679 85,238 18,873 45,065 337,857 ( 44,033) 293,823

 　［参考］前連結会計年度（自平成15年4月1日  至平成16年3月31日） （単位：百万円）

紙パルプ 紙 加 工 木材・緑化 その他の 計 消去又は 連  結

製品事業 製品事業 事  業 事  業 全  社

　売上高及び営業損益

   売      上      高

   (1)外部顧客に対する売上高 704,921 335,152 51,249 89,112 1,180,436 -  1,180,436

   (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 45,575 4,907 27,663 114,017 192,163 (192,163) -  

      又は振替高

           計 750,496 340,059 78,913 203,129 1,372,599 (192,163) 1,180,436

   営   業   費   用 701,752 328,013 77,408 191,574 1,298,748 (192,163) 1,106,585

   営   業   利   益 48,744 12,046 1,505 11,555 73,851 (    -  ) 73,851

（注）1.事業の種類は、製品の種類・性質及び製造方法の相違等を勘案して区分しております。
      2.各事業の主な製品
        紙パルプ製品事業    新聞用紙、印刷用紙、包装用紙、雑種紙、ノーカーボン紙、段ボール原紙、白板紙、パルプ他
        紙加工製品事業      段ボール、紙器、感熱記録紙、粘着紙、紙おむつ、紙袋製品他
        木材・緑化事業      木材、造林、緑化
        その他の事業        不動産、コーンスターチ、機械、その他
      3.営業費用および営業利益の開示は、当第１四半期より実施しておりますので、前年同四半期の実績は、記載して
　　　　おりません。

  ２． 所在地別セグメント情報

    全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、記載を省略しております。

  ３． 海外売上高

    本邦以外の国又は地域における売上高の合計が連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。

5　　




